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Ⅰ 令和６年度の予算の状況 
 

令和６年度の当初予算編成に当たっては、「地域コミュニティの活性化」や「平和文化の振

興」、「公共交通の充実強化」、「子ども・子育ての支援」などの重要課題にハード・ソフトの両

面から積極的に取り組むことで、真の市民生活や経済活動の活性化へ向けた一歩を歩みだせる

よう意を用いて編成しました。 

＜重点施策＞ 

⑴ 「世界に輝く平和のまち」の実現に向けた取組     

昨年５月のＧ７広島サミットの開催により、国際的に更に高まった本市の知名度を生かしな

がら、平和首長会議に加盟する国内外の都市と共に「平和文化」を振興し、被爆８０周年とな

る来年に向け、平和を願う市民社会の総意が世界中の為政者の心に届くような環境づくりを目

指します。 

具体的には、次代の平和活動を担う青少年の育成などを通じて平和文化を市民社会に根付か

せるため、若者が主体的に「ヒロシマの心」を発信できるよう、被爆の実相に関する研修の実

施等に取り組むとともに、引き続き、平和文化月間と定めた１１月に、平和文化をテーマとし

たコンサートや講演等を実施します。 

また、平和首長会議理事会を開催し、令和７年に開催する平和首長会議総会の運営方針や今

後の取組等について審議するとともに、ＮＰＴ再検討会議準備委員会に出席し、国連・各国政

府関係者等に対して、スピーチや個別の面会を通じて、核兵器のない平和な世界を願うヒロシ

マの心を伝え、具体的な核軍縮の進展を要請します。 

⑵ 「国際的に開かれた活力あるまち」の実現に向けた取組      

国内外から多くの人を引き付け、市域を超えて活力とにぎわいを生み出すため、広島駅南口

広場の再整備等に向けた工事や、基町相生通地区市街地再開発事業、西広島駅北口地区や西風

新都におけるまちづくり、東部地区連続立体交差事業を着実に進めます。 

また、広島高速５号線や、新交通西風新都線などの交通ネットワークの整備に引き続き取り

組むとともに、厳しい経営状況にある乗合バス事業者が今後も持続可能で使いやすいバスサー

ビスを提供し、ヒト・モノが活発に「循環」し続けることが可能となるよう、乗合バス事業の

共同運営システムの構築に取り組みます。 

さらに、中山間地・島しょ部について、引き続き、戸山地域・湯来地域の活性化プランを推

進するとともに、新たに高陽地域・白木地域の活性化プランの策定を支援します。 

⑶ 「文化が息づき豊かな人間性を育むまち」の実現に向けた取組        

誰もが学び、憩う「平和文化」の情報拠点となる中央図書館等の移転整備や郷土の文化と歴

史の専門図書館としての浅野文庫等施設の整備を進めるとともに、広島城の魅力向上を図るた

め、広島城三の丸歴史館の整備などに取り組むほか、第２回ひろしま国際平和文化祭を８月に

開催します。 

また、広島型地域運営組織「ひろしまＬＭＯ」の構築・運営を一層推進するなど、「広島市

地域コミュニティ活性化ビジョン」に掲げる取組を着実に実施するほか、生産年齢人口が減少

する中でも地域経済が持続的に成長していけるよう、「競争」と「協調」の適切な組み合わせに

よる産業人材の確保・育成に向けた対策である協同労働や、就職期での転出超過の主な要因解

消に資する有給長期インターンシップなど、市民生活の基盤となる雇用と所得を生む「多様な

産業人材の確保・育成」に、これまで以上に注力します。 

さらに、未来を担う子どもに関する取組として、より多くの子どもの健全な発育を更に促進

するため、こども医療費の通院に係る補助対象年齢を小学６年生から中学３年生まで拡大する

とともに、複数人の子どもがいる世帯の保育料等に係る負担を軽減するため、同時入所要件を

撤廃し、第２子の保育料を半額、第３子以降の保育料・副食費を無償化します。 

加えて、災害に強いまちづくりを推進するため、土砂災害警戒区域等に居住し、モバイル端

末を保有していない高齢者世帯等を対象に、防災行政無線屋内受信機の無償貸与を実施すると
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ともに、大規模な災害に備え、避難者がより安心して指定緊急避難場所に滞在できるよう、新

たに車いす対応型の組立式仮設トイレなどの避難環境を充実させるための資機材配備に取り組

みます。 

 



１　予算の内訳

　⑴　予算規模

　　全 会 計 1兆2,419億 5,295万9千円

　　一般会計 6,845億 4,364万9千円

令 和 ６ 年 度
当 初 予 算 額

令 和 ５ 年 度
当 初 予 算 額

差 引 増 減 増 減 率

兆　　 億　　 万 千円 兆　　 億　　 万 千円 　　 億　　 万 千円 ％

      684543649       669592669        14950980        2.2

      411813711       398090892        13722819        3.4

        1290907         1070997          219910       20.5

          49708           42095            7613       18.1

      139472457       128758550        10713907        8.3

        2131198         1529398          601800       39.3

          69600          529000 △       459400 △    86.8

         357508         1007212 △       649704 △    64.5

       20362102        17722264         2639838       14.9

      106519288       109849811 △      3330523 △     3.0

      104780818       103537241         1243577        1.2

       23862023        23304281          557742        2.4

        3011204         3212712 △       201508 △     6.3

          66416           59595            6821       11.4

         592526          651799 △        59273 △     9.1

        1622922         1038355          584567       56.3

        7621564         5768696         1852868       32.1

           2317            7730 △         5413 △    70.0

            154             154  

            448             451 △            3 △     0.7

            199             199  

            352             352  

      145595599       147691536 △      2095937 △     1.4

       39313535        39942497 △       628962 △     1.6

      101670556       104631965 △      2961409 △     2.8

        4611508         3117074         1494434       47.9

     1241952959      1215375097        26577862        2.2

　(対前年度当初予算　　2.2％)

　(対前年度当初予算　　2.2％)

会 計 名

一 般 会 計

特 別 会 計

競 輪

母子父子寡婦福祉資金貸付

物 品 調 達

公 債 管 理

広 島 市 民 球 場

用 地 先 行 取 得

西 風 新 都

後 期 高 齢 者 医 療

介 護 保 険

国 民 健 康 保 険

企 業 会 計

中 央 卸 売 市 場

国民宿舎湯来ロッジ等

駐 車 場

開 発

市立病院機構資金貸付

元 宇 品 町 財 産 区

高 南 財 産 区

三 入 財 産 区

小 河 内 財 産 区

砂 谷 財 産 区

水 道

下 水 道

安 芸 市 民 病 院

合 計
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・  一般会計の当初予算規模は、前年度当初予算と比べると 2.2％の増で、２年連続のプラ

ス予算となりました。 
（R5年度1.6%、R4年度△3.6％、R3年度4.2%、R2年度△2.0%、R元年度2.9%） 

 

・  特別会計については、公債管理特別会計の増などにより、前年度当初予算と比べると

3.4％の増となりました。 

 

・ 企業会計については、下水道事業会計の減などにより、前年度当初予算と比べると 1.4％ 

の減となりました。 

 

・  全会計の予算規模は、前年度当初予算と比べると 2.2％の増で、３年ぶりに増加しまし

た。 
（R5年度△0.5％、R4年度△3.7％、R3年度3.2%、R2年度△1.1%、R元年度2.4%） 

 

 

●参考メモ● 

 

令和６年度末の一般会計市債残高見込み    1兆 2,460億 7,544万 4千円 

               （一般会計当初予算額の約 1.8倍） 

 

令和６年度末の財政調整基金残高見込み           72億 2,587万 1千円 

（うち６年度予算積立額  300万円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

用 語 解 説 

 

・一般会計 ··········· 地方公共団体の行政運営の基本的な経費を計上する会計 

・特別会計 ··········· 地方公共団体が特定の事業を行う場合や、特定の歳入をもって特

定の歳出に充てる場合で一般会計と区分して経理する必要がある

場合、条例等により設置することができる会計 

・企業会計 ··········· 独立採算を原則とした企業的な特別会計で、地方公営企業法の適

用を受ける会計 

・市債(地方債) ····· 建設事業等の財源を調達するため借り入れる資金で、償還が 2 年

度以上にわたるもの 



　　⑵　予算規模の推移（一般会計）の比較
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